
令和７年度青森県公衆浴場施設整備費等補助金交付要綱 

 

（趣旨） 

第１ 県は、公衆浴場の衛生施設の充実及び経営の健全化を図るため、公衆浴場（公

衆浴場法（昭和２３年法律第１３９号）第２条第１項の許可を受け、かつ、物価統

制令（昭和２１年勅令第１１８号）第４条、物価統制令施行令（昭和２７年政令第

３１９号）第１１条、公衆浴場入浴料金の統制額の指定等に関する省令（昭和３２

年厚生省令３８号）第２条の規定に基づき、知事が定めた公衆浴場入浴料金の価格

により公衆を入浴させているものをいう。以下同じ。）を経営する者（以下「経営

者」という。）が行う公衆浴場施設及び福祉設備整備事業並びに効果促進事業に要

する経費について、令和７年度予算の範囲内において、経営者に対し、令和７年度

青森県公衆浴場施設整備費等補助金（以下「補助金」という。）を交付するものと

し、その交付については、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青

森県規則第１０号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱の定め

るところによる。 

 

（補助対象経費及び補助金の額） 

第２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）及び補助金 

の額は、次のとおりとする。 

(1) 公衆浴場施設整備事業 

補助対象経費は、公衆浴場のかまの改善に要する経費とし、補助金の額は、

補助対象経費の実支出額（消費税及び地方消費税を除く。以下同じ。）の３分

の１に相当する額又は６５万円のいずれか低い額以内の額とする。 

(2) 福祉設備整備事業 

補助対象経費は、手すり等の設置に要する経費とし、補助金の額は、補助対

象経費の実支出額の３分の１に相当する額又は２０万円のいずれか低い額以内

の額とする。 

ただし、手すり等とは、高齢者及び障害者等が安心して公衆浴場を利用する

ための手すり、玄関のスロ－プ、すべり止め等の福祉設備であり、公衆浴場の

施設内に設置するものに限るものとする。 

(3) 効果促進事業 

補助対象経費は、健康増進事業又は地域住民交流事業に要する経費とし、補

助金の額は、補助対象経費の実支出額の２分の１に相当する額又は５万円のい

ずれか低い額以内の額とする。 

なお、健康増進事業は、健康機器（自動血圧計、ステップマシン等）の導入

及び健康相談・健康教室の開催等とし、地域住民交流事業は、敬老入浴の実施

及びふれあいデーの開催等とする。 

  



（申請書等） 

第３ 規則第３条第１項の申請書は、第１号様式によるものとする。 

２ 規則第３条第２項及び第３項の規定により前項の申請書に添付しなければならな

い書類は、次のとおりとする。 

(1) 事業計画書（第２号様式） 

(2) 事業費見積書 

(3) その他知事が必要と認める書類 

３ 第１項の申請書の提出期限は、事業実施予定日の１５日前とする。 

 

（補助金の交付の条件） 

第４ 次に掲げる事項は、補助金の交付の決定がなされた場合において、規則第５条

の規定により付された条件となるものとする。 

(1) 福祉施設整備事業については、受動喫煙防止対策を現に実施している、又は

受動喫煙防止対策を手すり等の設置と併せて実施する予定としていること。た

だし、知事が特に認める場合はこの限りでないこと。 

(2) 第３第２項の規定により提出した事業計画の内容を変更、中止、又は廃止す

る場合は、事業変更（中止・廃止）承認申請書（第３号様式）を知事に提出し

てその承認を受けること。 

(3) 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）が予定の期間

内に完了しない場合又は補助事業の遂行が困難となった場合は、速やかに知事

に報告してその指示を受けること。 

(4) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後に

おいても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的

に従って使用し、その効率的な運用を図ること。 

(5) 補助事業により取得し、又は効用の増加した財産について財産管理台帳（第

４号様式）その他関係書類を第１０に掲げる期間整備保管すること。 

(6) 規則第１９条本文の規定により知事の承認を受けて財産を処分したことによ

り収入があった場合において、知事の定めるところにより、その収入の全部又

は一部を県に納付すること。 

(7) 補助事業の状況、補助事業の経費の収支その他補助事業に関する事項を明ら

かにする書類、帳簿等を備え付け、これらを補助金の交付に係る年度の翌年度

から５年間保管しておくこと。 

 

（申請の取下げの期日） 

第５ 規則第７条第１項の規定による補助金の交付の取下げの期日は、補助金の交付

の決定の通知を受けた日から起算して１５日を経過した日とする。 

 

（補助金の交付方法） 

第６ 補助金は、補助事業の完了後交付する。 

 



（実績報告） 

第７ 規則第１２条の規定による報告は、補助事業の完了の日（補助事業の廃止の承

認を受けた場合は、その日）から起算して３０日を経過した日までに事業実績報告

書（第５号様式）に、次に掲げる書類を添えて行うものとする。 

(1) 事業完了届（第６号様式） 

(2) 事業費に係る領収書の写し 

(3) その他参考となる書類 

 

（補助金の請求方法） 

第８ 補助金の請求は、補助金請求書（第７号様式）を知事に提出して行うものとす

る。 

 

（処分の制限を受ける財産） 

第９ 規則第１９条第４号の規定により処分の制限を受ける財産は、かま及び手すり

等とする。 

 

（処分の制限を受ける期間） 

第１０ 規則第１９条ただし書の規定により財産の処分の制限を受ける期間は、補助

金の交付に係る年度の翌年度から３年間とする。 

 

附 則 

この要綱は、令和７年５月１９日から施行する。 

 

 


